
 

貸 借 対 照 表 
 

（2019年３月31日現在） 
（単位：千円） 

 
資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

番 組 制 作 勘 定 

前 払 費 用 

未 収 入 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

工具、器具及び備品 

リ ー ス 資 産 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

リ ー ス 資 産 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

繰 延 税 金 資 産 

差 入 保 証 金 

そ の 他 

3,512,915 

2,072,291 

457 

958,433 

18,854 

59,322 

389,101 

15,668 

△1,213 

2,018,319 

1,287,074 

215,897 

183,582 

564,417 

0 

38,839 

269,264 

3,906 

11,167 

106,093 

15,150 

5,392 

85,550 

625,150 

221,958 

13,805 

346,302 

43,083 

流 動 負 債 699,346 

買 掛 金 106,034 

リ ー ス 債 務 51,763 

未 払 法 人 税 等 79,508 

未 払 費 用 140,143 

賞 与 引 当 金 74,218 

設備関係支払手形 136,829 

そ の 他 110,847 

固 定 負 債 518,704 

リ ー ス 債 務 335,802 

退職給付引当金 154,059 

役員退職慰労引当金 19,342 

受 入 保 証 金 9,500 

負 債 合 計 1,218,051 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 4,239,157 

資 本 金 2,000,000 

利 益 剰 余 金 2,239,157 

利 益 準 備 金 500,000 

その他利益剰余金 1,739,157 

別 途 積 立 金 300,000 

繰越利益剰余金 1,439,157 

評価・換算差額等 74,026 

その他有価証券評価差額金 74,026 

純 資 産 合 計 4,313,183 

資 産 合 計 5,531,234 負 債 純 資 産 合 計 5,531,234 



 

損 益 計 算 書 

2018年４月１日から 
2019年３月31日まで 

（単位：千円） 

 
科 目 金 額 

売 上 高  5,143,611 

売 上 原 価  2,412,364 

売 上 総 利 益  2,731,246 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  2,423,957 

営 業 利 益  307,289 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 及 び 配 当 金 12,354  

雑 収 入 22,523 34,877 

営 業 外 費 用   

雑 損 失 1 1 

経 常 利 益  342,165 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 12,548 12,548 

税 引 前 当 期 純 利 益  329,616 

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 113,388  

法 人 税 等 調 整 額 3,580 116,968 

当 期 純 利 益  212,648 



 

株主資本等変動計算書 

2018年４月１日から 
2019年３月31日まで 

（単位：千円） 

 

 

株 主 資 本 

資 本 金 

利 益 剰 余 金 

株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

別 途 積 立 金 繰越利益剰余金 

当 期 首 残 高 2,000,000 500,000 300,000 1,266,508 2,066,508 4,066,508 

当 期 変 動 額       

剰余金の配当    △ 40,000 △  40,000 △  40,000 

当 期 純 利 益    212,648 212,648 212,648 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

      

当期変動額合計 － － － 172,648 172,648 172,648 

当 期 末 残 高 2,000,000 500,000 300,000 1,439,157 2,239,157 4,239,157 

 

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等 

純 資 産 合 計 
  

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計   

当 期 首 残 高 87,240 87,240 4,153,749   

当 期 変 動 額      

剰余金の配当   △  40,000   

当 期 純 利 益   212,648   

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

△  13,213 △  13,213 △  13,213   

当期変動額合計 △  13,213 △  13,213 159,434   

当 期 末 残 高 74,026 74,026 4,313,183   



 

個 別 注 記 表               

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① その他有価証券 

・時価のあるもの       事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額金は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

・時価のないもの       総平均法に基づく原価法 

② 番組制作勘定                     個別法に基づく原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法） 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産                     定額法を採用しております。 

（リース資産を除く）    なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物、構築物…10～50年 

機械装置………６～10年 

② 無形固定資産                     定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

ソフトウェア……５年（利用可能期間） 

③ リ ー ス 資 産               

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸 倒 引 当 金                     債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

② 賞 与 引 当 金                     従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額のう

ち当事業年度の負担額を計上しております。 

③ 退職給付引当金       従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末

日における退職給付債務の見込額に基づき計上し

ております。当社は民間放送企業年金基金に加入

しており、企業年金基金制度の給与総額により按

分した年金資産の額は313,659千円であります。 

④ 役員退職慰労引当金     役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。 



 

(4) その他計算書類作成のための基本となる事項 

消費税等の会計処理      消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(5) 表示方法の変更 

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正（企業会計基準第28号 平成30年

２月16日）を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他

の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 6,021,583千円 

(2) 有形固定資産の圧縮記帳累計額 1,282,088千円 

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。 

① 短期金銭債権               329千円 

② 短期金銭債務               1,135千円 

 

３．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

① 営 業 取 引 高               196,446千円 

② 営業取引以外の取引高 2,102千円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

(1) 当事業年度の末日における発行済株式の総数 普通株式 40,000株 

(2) 当事業年度の末日における自己株式及び新株予約権はありません。 

(3) 剰余金の配当に関する事項 

① 配当金支払額 

 2018年６月22日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。 

・普通株式の配当に関する事項 

（イ） 配当の総額     40,000千円 

（ロ） １株当たり配当額  1,000円 

（ハ） 基準日       2018年３月31日 

（ニ） 効力発生日     2018年６月25日 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となる

もの 

 2019年６月26日開催予定の定時株主総会において、次のとおり決議することを予

定しております。 

・普通株式の配当に関する事項 

（イ） 配当金の総額    40,000千円 

（ロ） 配当の原資     利益剰余金 

（ハ） １株当たり配当額  1,000円 



 

（ニ） 基準日       2019年３月31日 

（ホ） 効力発生日     2019年６月27日 

 

５．税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産           （単位：千円） 

賞与引当金否認額 22,569 

貸倒引当金繰入超過額 368 

退職給付引当金否認額 46,849 

繰延資産償却超過額 2,682 

役員退職慰労引当金否認額 5,881 

投資有価証券等評価損 5,622 

その他 9,963 

繰延税金資産小計 93,938 

評価性引当額 △47,784 

繰延税金資産合計 46,154 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金 △32,348 

繰延税金負債合計 △32,348 

繰延税金資産の純額 13,805 

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があると

きの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 30.41％ 

（調整） 

住民税均等割 1.76 

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.92 

その他                 0.40 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.49 

 

６．金融商品に関する注記 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

 当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行からの借入により資金

を調達しております。 

 売掛金に係る顧客の信用リスクは、経理規程に沿ってリスク低減を図っております。

また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を

行っています。 

 借入金の使途は運転資金（短期）及び設備資金（長期）であります。 

 デリバティブ取引の執行・管理については、経理規程に従って行っております。 



 

(2) 金融商品の時価等に関する事項 

 2019年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりであります。 

   （単位：千円) 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 2,072,291 2,072,291 － 

(2) 売掛金 958,433 958,433 － 

(3) 未収入金 389,101 389,101 － 

(4) 差入保証金 346,302 321,201 25,100 

(5) リース債務（※） 387,566 379,948 7,618 

（※）１年以内に期限到来の流動負債に含まれているリース債務を含めております。 

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項 

(1) 現金及び預金、(2) 売掛金、並びに(3) 未収入金 

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。 

(4) 差入保証金 

 差入保証金の時価については、建物の償却期間を残存契約期間とみなして、元金

を無リスクの利子率で割り引いて算定する方法によっております。 

(5) リース債務 

 リース債務の時価については、元金利の合計額を新規に同様のリース取引を行っ

た場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

 

７．関連当事者との取引に関する注記 

(1) 役員及び個人主要株主等 

種 類 
会社等の名称 
ま た は 氏 名 

議 決 権 等 
の 所 有 
( 被 所 有 ) 
割 合 ( ％ ) 

関連当事者 
と の 関 係 

取引の内容 
取引金額 
( 千 円 ) 

科 目 
期末残高 
( 千 円 ) 

役員 伊 藤 義 郎 
被所有 
直接0.0025 

当社取締役・ 
㈱伊藤組代表
取 締 役 社 長 

本社社屋の
賃 借 

148,286 
前 払 費 用 13,345 

差入保証金 324,000 

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等 

本社社屋の賃借については、当社取締役伊藤義郎氏が代表権を有する第三者（㈱

伊藤組）との取引であります。賃借料は近隣の取引実勢を参考にして決定してお

ります。 

 

８．１株当たり情報に関する注記 

(1) １株当たり純資産額 107,829円59銭 

(2) １株当たり当期純利益 5,316円21銭 

 



 

９．重要な後発事象に関する注記 

重要な後発事象はありません。 


